
東温市事務事業評価シート　令和４年度実施事業対象

№ ― 4

平成 14 年度 ～

単位 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

3 4 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 3 4

3 4 3 4

ファミリー・サポート・センターとうおん運営事業

ファミリー・サポート・センターとうおんを運営し、相互援助活動を行
います。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 保育幼稚園課 係　　名 子育て支援係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 直営 実施計画

相互援助活動

会員を対象とした講習会

会員を対象とした交流会

達成度を
測る指標

指標名

公的関与

089-964-4484 メールアドレス hoikuyoutien@city.toon.lg.jp

１ 子育て環境の充実

事業区分

事業の目的
子育て家庭（児童の年齢は0歳から12歳まで）に対して、地域社会
全体で安心して子育てできる環境を提供するため。

根拠法令等

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ５ 子育て支援の充実

023 1004 事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間限定なし

最終目標

登録会員数 利用会員、協力会員、両方会員 人
370 370 370 400

349 352

事業利用件数 相互援助活動数 件
1,400 1,400 1,400 1,500

865 985

講習会、交流会参加人数 延べ人数 人
190 190 190 200

159 153

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 2,862 2,890 3,168

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 1,456 1,487 1,633

0.000 0 0.000 0 0.000 0

計(Ａ) 4,318 4,377 4,801

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 子育て支援係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

利用ニーズの複雑多様化により協力会員の確保が困難なことから、十分な対応ができていない状況です。今後、高齢化により協力会員が減少する
と予想されますので、新たな協力会員の増員が必要です。

効率性 経験豊富なアドバイザーが効率よく業務を行っています。

改　革
計　画

協力会員の確保につなげるため、助成制度を広く周知するなど事業の啓発が必要です。

今後の方向性 現状維持

様々な利用者のご要望に対して、可能な限り対応しています。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

子育て家庭の最後の砦として利用されているケースも多く、必要不可欠な事業と言えます。今後も安定したサービスを提供するには協力
会員の確保が課題となるため、更なる会員募集の広報に務める必要があります。
また、市民サービスの向上を図る上で、ひとり親世帯や低所得世帯に対する利用料の減免についても検討を始めてください。

二次評価者

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 4,318 4,377 4,801

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

核家族化やコミュニティーの希薄化により年々ニーズは高まっています。地域で子育てをサポートする重要なサービスと考えます。

有効性 就労家庭やひとり親家庭の増加により、益々ニーズは高まるものと考えます。

達成度

保育幼稚園課長
総　合
評価点

mailto:hoikuyoutien@city.toon.lg.jp


東温市事務事業評価シート　令和４年度実施事業対象

№ ― 4

平成 23 年度 ～

単位 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

3 4 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 3 4

4 4 3 4

児童相談事業

専門性を持った人員を配置し、相談体制の基盤を固め支援を行い
ます。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 保育幼稚園課 係　　名 子育て支援係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 直営 実施計画

子育て相談受付、対応

要保護児童ケース管理

代表者会議、実務者会議、個別ケース検討会議の開催

達成度を
測る指標

指標名

公的関与

089-964-4484 メールアドレス hoikuyoutien@city.toon.lg.jp

１ 子育て環境の充実

事業区分

事業の目的
子育て相談窓口が、東温市在住の18歳未満の児童とその保護者
にとって、気軽に相談できる場となるため。

根拠法令等 児童福祉法、児童虐待防止法

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ５ 子育て支援の充実

023 1006 事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

最終目標

相談受付件数 窓口での対応延べ件数 件
500 500 500 500

403 415

訪問件数 年間延べ訪問件数 件
100 100 100 100

157 183

ケース会議開催件数 年間延べ開催件数 件
20 20 20 20

24 27

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 201 172 210

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 3,214 4,768 6,782

0.000 0 0.000 0 0.000 0

計(Ａ) 3,415 4,940 6,992

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 子育て支援係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

専門性をもった職員の充実と、継続した支援を行うため研修を受けられるような環境を整え、機関連携の要となる組織の充実を図っていくことが必要
です。

効率性 要保護児童対策地域協議会事務局との兼任スタッフを配置しています。

改　革
計　画

迅速かつ的確に対応できる職員の専門性の確保と関係機関との密な連携を図り、虐待に対する認識を高め早期発見につなげるための体制作りが
重要と思われます。

今後の方向性 現状維持

関係機関と連携を図りながら多面的に関わっていますが、窓口の存在を知らない方も多く、周知が必要です。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

常駐の家庭児童相談員を配置したことで、専門性の向上と切れ目のない支援に繋がっています。今後は要保護児童対策地域協議会
実務者会等を頻回に開催し、研修を兼ねた児童相談所との情報共有や連携を図り、相談体制の充実に努めてください。

二次評価者

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 3,415 4,940 6,992

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

住民に身近な市が子ども家庭相談の第一義的な窓口となることは必要と考えます。

有効性 問題の深刻化を防ぎ、早期発見・早期対応することは、市の責務と考えます。

達成度

保育幼稚園課長
総　合
評価点

mailto:hoikuyoutien@city.toon.lg.jp


東温市事務事業評価シート　令和４年度実施事業対象

№ ― 1

年度 ～

単位 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

3 4 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 4 4

3 4 4 3

市立保育所管理費

市立保育所（6園）を適切に運営します。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 保育幼稚園課 係　　名 幼児教育・保育係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 直営 実施計画

市立保育所の管理運営全般 園内の老朽化した設備の修繕

会計年度任用職員（パートタイム）の雇用数（各年度4月1日時
点）

園内の老朽化した玩具や備品の更新

達成度を
測る指標

指標名

公的関与

089-964-4484 メールアドレス hoikuyoutien@city.toon.lg.jp

２ 就学前教育・保育の充実

事業区分

事業の目的
保育が必要な乳幼児（0歳から5歳まで）に対して、質の高い保育を
行うため。

根拠法令等 児童福祉法

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ５ 子育て支援の充実

023 2001 事務事業名

主要施策

該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

最終目標

保育所入所待機児童数 各年度4月1日時点 人
0 0 0 0

0 0

健全な運営施設数
必要とされる施設の内、健全な運営
ができた施設

施設
6 5 5 5

6 5

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 3,070 4,763 713

地方債 0 0 0

その他特定財源 79,602 76,308 73,763

一般財源 162,279 173,627 213,791

0.893 5,637 0.893 5,671 0.893 5,671

計(Ａ) 244,951 254,698 288,267

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 幼児教育・保育係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

施設運営に関しては、特に問題ないが、保育士の人材不足により、入園児の受け入れが困難な状況が続いています。
令和4年度から上林保育所が入園希望者がいないことから、休所としていますが、今後の運営について検討する必要があります。

効率性
電気、ガス及び食糧費などの物価が高騰する中で、的確な運営が必要です。
また、施設改修等については、保育所改修基本計画に基づき、少子化や統合を見定めながら実施する必要があります。

改　革
計　画

市内の保育所の魅力をアピールすることで、保育士の確保対策を進めます。

今後の方向性 方法改善

年度当初は待機児童は発生しないものの、途中入所に保留となる乳幼児が発生しています。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

国のこども中心施策により、益々保育所の果たす役割は重要となっており、今後も子育て家庭にとって必要不可欠な施設です。安定した
サービスを継続するため、全国的にも問題となっている保育士の確保が最重要課題と言えます。労働環境や処遇改善を進めることを第
一とし、平行して施設の民間委託も含めた運営方法等についても検討を始める時期です。

二次評価者

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 251,995 261,835 295,404

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.695 1,407 0.695 1,466 0.695 1,466
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

今後の方向性 方法改善

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

保育需要は増加傾向で多様化するニーズに合わせた保育サービスの提供が必要です。

有効性 保育所は児童福祉法に基づき設置・運営されており、類似する業務もなく事業継続に有効性があります。

達成度

保育幼稚園課長
総　合
評価点

mailto:hoikuyoutien@city.toon.lg.jp


東温市事務事業評価シート　令和４年度実施事業対象

№ ― 1

年度 ～

単位 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

3 4 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 4 3

3 4 4 3

今後の方向性 方法改善

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

少子化や保護者の働き方の多様化により、幼稚園入園希望が減少し、保育所入所希望者が増加しております。

有効性 今後の市を担う児童の就学前教育・保育の充実のため、市立幼稚園の運営を継続していくことは、重要であると考えます。

達成度

保育幼稚園課長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 49,794 39,898 46,138

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 幼児教育・保育係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

少子化により園児数が大幅に減少している東谷及び西谷幼稚園については、休園等、統廃合の検討が必要です。

効率性 教育時間以降の預かり保育の実施や育児休暇取得や時差出勤制度等、職員の働き方の多様化により、現場の職員の負担が増加しています。

改　革
計　画

少子化や保護者の働き方の多様化による幼稚園児数の減少対策として、統廃合の検討だけでなく認定こども園への移行も含めて検討が必要で
す。

今後の方向性 方法改善

施設事故による休園は発生しておらず、幼児の健やかな心身の発達ができる環境が維持できております。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

就労家庭の増加に伴い、幼児期の預け先を保育所に選択する家庭が増えており、幼稚園は今後も入園数の減少が予想されます。運営
形態を認定こども園に移行することも含め、適正な施設数について多角的に検証を進め、集約等の検討をしていく必要があります。

二次評価者

その他特定財源 1,535 3,384 1,588

一般財源 38,093 26,459 34,729

1.500 9,468 1.500 9,527 1.500 9,527

計(Ａ) 40,326 30,371 36,611

予算費目 会計 一般会計 費目名 教育

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 698 528 294

地方債 0 0 0

最終目標

施設事故による休園日数 日
0 0 0 0

0 0

指標名

公的関与

089-964-4484 メールアドレス hoikuyoutien@city.toon.lg.jp

２ 就学前教育・保育の充実

事業区分

事業の目的
就学前の児童（児童の年齢は満3歳から5歳まで）に対して、幼児の
健やかな心身の発達ができる環境を与えるため。

根拠法令等
学校教育法、東温市立幼稚園設置条例、東温市立幼稚園規
則

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ５ 子育て支援の充実

023 2005 事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

幼稚園一般管理費

市立幼稚園を運営し、就学前教育・保育を行います。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 保育幼稚園課 係　　名 幼児教育・保育係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 直営 実施計画

園内の設備や環境を整える校務員（会計年度任用職員）の配
置

園内の老朽化した設備の修繕

教育・保育補助を行う生活支援員（会計年度任用職員）の配
置

園内の老朽化した玩具や備品の更新

達成度を
測る指標

mailto:hoikuyoutien@city.toon.lg.jp


東温市事務事業評価シート　令和４年度実施事業対象

№ ― 7

平成 27 年度 ～

単位 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

3 4 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 3 3

3 4 3 4

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

一時的に保育が必要となる子育て世帯への支援策として、継続した事業の実施が必要です。一時保育を担う保育士の増員など、実施体制の充実
も図る必要があります。

有効性 一時的な保育を利用したい世帯へのニーズに対応しており、他に類似・重複する事業はありません。

達成度

保育幼稚園課長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 5,883 6,222 6,206

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 2.400 4,860 2.400 5,062 2.400 5,062
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 幼児教育・保育係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

一時保育も含めた保育士の確保が出来れば、受入れ人数の増加や保育の質の向上に繋げることができます。

効率性 今後の保育ニーズを把握し、実施施設数や人員配置等の体制について検討する余地があります。

改　革
計　画

様々な働き方に対応した人材募集、多角的な職員の処遇改善を行い、保育士の確保を行っていきます。

今後の方向性 拡大・充実

新型コロナウイルス感染症の影響により、近年は低調傾向にありましたが、概ね目標は達成しています。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

多様化する保育ニーズに応えるため、一時的に預かれる事業の存在は子育て家庭にとって安心材料となっています。市民サービスの充
実を図るため、実施施設や受入れ人数の拡充が求められています。保育士確保が課題となっているため、今後も継続した労働環境の
整備や処遇改善を進める必要があります。

二次評価者

その他特定財源 469 515 1,144

一般財源 0 0 0

0.000 0 0.000 0 0.000 0

計(Ａ) 1,023 1,160 1,144

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 554 645 0

地方債 0 0 0

最終目標

利用人数 各施設の延べ利用者数の合計 人
1,200 1,300 1,400 1,500

1,136 1,373

指標名

公的関与

089-964-4484 メールアドレス hoikuyoutien@city.toon.lg.jp

２ 就学前教育・保育の充実

事業区分

事業の目的
就労、傷病、リフレッシュ等の理由により、一時的に保育が必要とな
る保護者を支援するため。

根拠法令等 東温市一時保育事業実施要綱

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ５ 子育て支援の充実

023 2012 事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

一時保育事業

原則、保育所や幼稚園等を利用していない子どもを対象に市立保
育所（拝志、南吉井第二）において一時保育を実施します。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画 第２期　東温市子ども・子育て支援事業計画

活動内容

課　　名 保育幼稚園課 係　　名 幼児教育・保育係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 直営 実施計画

市立保育所での一時保育の実施

一時保育による子どもの受入れ

達成度を
測る指標

mailto:hoikuyoutien@city.toon.lg.jp

